
令和６年度専門経営指導員調査事業

中小小売業経営実態調査に関する

調 査 結 果

令 和 ７ 年 ２ 月

宮城県商工会連合会





目目 次次
◆調査の概要

◆宮城県内中小小売業に関する経営実態調査

Ⅰ．事業所の概要

１．事業所の形態について

２．資本金について

３．所在地について

４．立地場所について

５．経営者の年代について

６．従業員数について

７．従業員等の年齢構成について

８．販売業種について

９．事業所の業歴について

１０．客層について

１１．事業承継について

１２．現在の経営状況

Ⅱ．経営環境の変化による経営への影響

１．物価・エネルギー価格高騰について

２．ＤＸ推進の取組について

Ⅲ．経営戦略上の取組について

１．経営戦略について

Ⅳ．今後の見通し及び自社の経営戦略について

１．今後の業況予測について

２．今後の経営における最も重要な問題・課題

３．今後具体的に取り組みたいと考えている事項について

４．商工会に最も力を入れて取り組んでほしい事業（複数回答）

Ⅴ．商工会・行政へご意見・ご要望

◆分析結果まとめ

【中小小売業の実態と今後の方向性】

【回答結果の要旨】

◆資料編（令和 年度中小小売業に関する経営実態調査票）



◆調査の概要

Ⅰ．調査目的

人口減少・少子高齢化による人手不足の深刻化や経営者の高齢化などの構造的な課題に加

え、物価・エネルギー費高騰、最低賃金引上げに伴う利益圧迫など、中小小売業を取り巻く

経営環境は厳しい状況におかれている。このような状況を踏まえ、県内商工会地域の小売業

者を対象としたアンケート調査を実施し、現状及び経営上の問題や課題を把握し、それらの

解決に資することを目的とする。

Ⅱ．調査対象

県内商工会地区中小小売業者

Ⅲ．調査時期

令和６年８月～令和６年９月

Ⅳ．調査方法

当該商工会に対し、中小小売業者へのアンケート調査・回収を依頼。

Ⅴ．調査の回収状況

依頼数４９２件

回収数４９０件

回収率９９．６％

Ⅵ．調査内容

（１）事業所の概要について

（２）経営環境の変化による経営への影響について

（３）経営戦略上の取組みについて

（４）商工会・行政に対する意見・ご要望について



◆宮城県内中小小売業に関する経営実態調査

Ⅰ．事業所の概要

１．事業所の形態について

「個人」が ％（ ）で最も多く、次いで「特例有限会社」が ％（ ）、「株式会社」

が ％（ ）の順となっている。※（ ）内は回答件数：以下同じ。

２．資本金について

今回の調査対象企業の資本金の額は、割合が多い順に「 ～ 万円未満」 ％（ ）、

「 万円以上」 ％（ ）、「 ～ 万円未満」 ％（ ）となっており、「 万円

未満」が最も少なく ％（ ）であった。

株式会社

特例有限会社

合資会社

合名会社

合同会社

個人

その他

万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

万円以上

◆調査の概要

Ⅰ．調査目的

人口減少・少子高齢化による人手不足の深刻化や経営者の高齢化などの構造的な課題に加

え、物価・エネルギー費高騰、最低賃金引上げに伴う利益圧迫など、中小小売業を取り巻く

経営環境は厳しい状況におかれている。このような状況を踏まえ、県内商工会地域の小売業

者を対象としたアンケート調査を実施し、現状及び経営上の問題や課題を把握し、それらの

解決に資することを目的とする。
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Ⅲ．調査時期

令和６年８月～令和６年９月

Ⅳ．調査方法

当該商工会に対し、中小小売業者へのアンケート調査・回収を依頼。

Ⅴ．調査の回収状況

依頼数４９２件

回収数４９０件

回収率９９．６％
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（２）経営環境の変化による経営への影響について

（３）経営戦略上の取組みについて

（４）商工会・行政に対する意見・ご要望について



３．所在地について

本調査の対象となった中小小売業の所在地は以下の通りである。

登米市
栗原市
大崎市
仙台市
石巻市

多賀城市
加美町
美里町
名取市
岩沼市
角田市

大河原町
大和町

東松島市
気仙沼市
柴田町
山元町
利府町

南三陸町
丸森町
蔵王町
川崎町
富谷市
涌谷町
亘理町
女川町
松島町
村田町

七ヶ宿町
大衡村
大郷町
色麻町

七ヶ浜町



４．立地場所について

「商店街」が （ ）と最も多く、次いで「住宅地」が ％（ ）、「ロードサイド」

が ％（ ）となっている。

５．経営者の年代について

「 代以上」が ％（ ）と過半数を占める。また「 代以上の合計」が ％（ ）

と全体の 分の 超を占めている。

一方で「 代以下」は ％（ ）と ％にも満たない。

歳未満 代
代

代

代

歳以上

商店街

ロードサイド

住宅地

商業施設（テナント）

駅前 その他

３．所在地について

本調査の対象となった中小小売業の所在地は以下の通りである。

登米市
栗原市
大崎市
仙台市
石巻市

多賀城市
加美町
美里町
名取市
岩沼市
角田市

大河原町
大和町

東松島市
気仙沼市
柴田町
山元町
利府町

南三陸町
丸森町
蔵王町
川崎町
富谷市
涌谷町
亘理町
女川町
松島町
村田町

七ヶ宿町
大衡村
大郷町
色麻町

七ヶ浜町



６．従業員数について

① 常時雇用

常時雇用については、「 人」が ％（ ）で最も多く、次いで「 人」が ％（ ）と

続いている。

② 臨時雇用者（パート、アルバイト、日雇）

臨時雇用者（パート、アルバイト、日雇）については「 人」が最も多く ％（ ）を占

めている。

棒グラフ：雇用人数別割合（常時雇用） 折れ線グラフ： 人からの累計

人 人 人 人 人 人 ～１０ 人以上

棒グラフ：雇用人数別割合（非常勤雇用） 折れ線グラフ： 人からの累計

人 人 人 人 人 人 ～１０ 人以上
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③ 役員及び専従者 

役員及び専従者は「１人」から「２人」までの累計で約 80％（295）を占めている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．従業員等の年齢構成について 

従業員の年齢構成別の平均割合は以下の通りである。60代の割合が最も高く 21.6%であるが、

70 歳以上も 21.5％を占めており、高年齢層割合が高くなっている。 

 

 

 

  

30歳未満
12.0%

30代
12.4%

40代
15.8%

50代
16.7%

60代
21.6%

70歳以上
21.5%

 
棒グラフ：役員及び専従者人数別割合 折れ線グラフ：0 人からの累計 

48.3%
30.0%

12.7%
5.0% 1.6% 0.0% 0.3%

2.1%

50.4%

80.4%

93.1% 98.1% 99.7% 99.7% 100.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6～１０ 11人以上

６．従業員数について

① 常時雇用

常時雇用については、「 人」が ％（ ）で最も多く、次いで「 人」が ％（ ）と

続いている。

② 臨時雇用者（パート、アルバイト、日雇）

臨時雇用者（パート、アルバイト、日雇）については「 人」が最も多く ％（ ）を占

めている。

棒グラフ：雇用人数別割合（常時雇用） 折れ線グラフ： 人からの累計

人 人 人 人 人 人 ～１０ 人以上

棒グラフ：雇用人数別割合（非常勤雇用） 折れ線グラフ： 人からの累計

人 人 人 人 人 人 ～１０ 人以上



８．販売業種について

業種は「飲食料品小売業」が ％（ ）と最多であり、続く「衣料品小売業」は ％（ ）

と大きく差が開いている。

９．事業所の業歴について

事業所の業歴は「３０年以上」の割合が最も高く、全体の４分の３を超える とな

っている。次いで「２０年以上３０年未満」が となり、最も割合が少ないものは「１

年未満」が であった。

飲食料品小売業

雑貨小売業

衣料品小売業
スーパーコンビニエンスストア自動車・自転車小売業

家具小売業

機械器具小売業

医薬品・化粧品小売業

燃料小売業

書籍・文房具小売業

スポーツ用品小売業

時計・眼鏡小売業

その他

年未満
年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上



１０．客層について

１０－１．最も多い年代について

最も多い年代は「 代」 、次に「 代」 となり、これらの年代で過半

数を占めている。

１０－２．最も多い客層について

年代と同様に「高齢者世帯」が最も多く、 となっている。次いで「サラリーマン・

」が 、最も少ないのは「学生」の であった。

歳未満 代

代

代

代

歳以上

子育て中の主婦

サラリーマン・

学生

高齢者世帯

観光客

その他

８．販売業種について

業種は「飲食料品小売業」が ％（ ）と最多であり、続く「衣料品小売業」は ％（ ）

と大きく差が開いている。

９．事業所の業歴について

事業所の業歴は「３０年以上」の割合が最も高く、全体の４分の３を超える とな

っている。次いで「２０年以上３０年未満」が となり、最も割合が少ないものは「１

年未満」が であった。

飲食料品小売業

雑貨小売業

衣料品小売業
スーパーコンビニエンスストア自動車・自転車小売業

家具小売業

機械器具小売業

医薬品・化粧品小売業

燃料小売業

書籍・文房具小売業

スポーツ用品小売業

時計・眼鏡小売業

その他

年未満
年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上



１１．事業承継について

１１－１．現経営者の世代について

「創業者」、「２代目」、「３代目以降」の割合はあまり変わらないが、最も多いのは、「３代目

以降」 となっている。

１１－２．事業承継予定者について

予定者が「いる」という回答は ％（ ）にとどまっている。一方「いない」が ％（ ）

と ％弱が後継者に不安を抱えている状況である。

創業者

代目

代目以降

いる

未定だが候補者

はいる

いない

すでに承継済み

その他



１１－３．現経営者と後継者（候補）の関係について

が「子」となっており、親族等と合わせると９割を超える。「親族以外の従業員」、

「社外からの登用」はそれぞれ に過ぎない。

１１－４．今後の経営の在り方について

「自分の代で廃業する予定なので後継者はいないと」回答した事業所が と半数を

超えている。

子

兄弟・姉妹

子の配偶者

その他親族

親族以外の従業員

社外からの登用 その他

後継者を決めて

いないが事業は

継続させたい

自分の代で廃業する予定

なので後継者はいない

会社を譲渡する予定なので

後継者はいない

その他

１１．事業承継について

１１－１．現経営者の世代について

「創業者」、「２代目」、「３代目以降」の割合はあまり変わらないが、最も多いのは、「３代目

以降」 となっている。

１１－２．事業承継予定者について

予定者が「いる」という回答は ％（ ）にとどまっている。一方「いない」が ％（ ）

と ％弱が後継者に不安を抱えている状況である。

創業者

代目

代目以降

いる

未定だが候補者

はいる

いない

すでに承継済み

その他



１２．現在の経営状況

コロナ前を とした場合、現在の業績について「売上高」「顧客数」「客単価」「経常利益」

の各項目で回答を得た。その結果、「客単価」を除く つの項目で、 ％以下に減少したという

回答が過半数を占めた。

Ⅱ．経営環境の変化による経営への影響

１．物価・エネルギー価格高騰について

１－１．コスト上昇分の販売価格転嫁について

「多少なりともできている」と回答した事業所が （ ）と半数を超える。一方で「コ

ストは上昇したが、価格転嫁していない」と「価格転嫁は全くできていない」と回答した事業

所をあわせると ％（ ）となっている。

経常利益

客単価

顧客数

売上高

％以下 ％～ 以下 ％～ 以下 ％～ 以下
％～ 以下 ％～ 以下 ％以上

多少なりともできている

コストは上昇したが、

価格転嫁していない

コストは上昇していない

価格転嫁は全くできていない



１－２．コスト上昇分の価格はどの程度転嫁できているか

「２割未満」が最も多く となっている。「１０割以上」が最も少なく であ

り、コスト上昇分の価格であっても転嫁は難しいことが見て取れる。

２．ＤＸ推進の取組について

２－１．ＤＸ推進の取組の具体的内容について

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「取り組んでいない」と回答した事業所が最も

多く ％、次いで「電子決済（キャッシュレス）の導入」が ％、「 の活用」が ％

となっている。

アナログ業務のＩＴ化
ＳＮＳの活用

自社ホームページの作成
電子決済 キャッシュレス の導入

電子商取引 ＥＣ の実施
クラウドサービスの活用

営業活動・会議のオンライン化
顧客管理システムの導入

ＡＩの活用
デジタル人材の採用・育成

その他
取り組んでいない

割未満

割以上 割未満

割以上 割未満

割以上 割未満

割以上（全て価格転嫁済み）

１２．現在の経営状況

コロナ前を とした場合、現在の業績について「売上高」「顧客数」「客単価」「経常利益」

の各項目で回答を得た。その結果、「客単価」を除く つの項目で、 ％以下に減少したという

回答が過半数を占めた。

Ⅱ．経営環境の変化による経営への影響

１．物価・エネルギー価格高騰について

１－１．コスト上昇分の販売価格転嫁について

「多少なりともできている」と回答した事業所が （ ）と半数を超える。一方で「コ

ストは上昇したが、価格転嫁していない」と「価格転嫁は全くできていない」と回答した事業

所をあわせると ％（ ）となっている。

経常利益

客単価

顧客数

売上高

％以下 ％～ 以下 ％～ 以下 ％～ 以下
％～ 以下 ％～ 以下 ％以上

多少なりともできている

コストは上昇したが、

価格転嫁していない

コストは上昇していない

価格転嫁は全くできていない



２－２．ＤＸ推進への取組に対する課題

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「 の知識不足」が ％と最も多く、次い

で「予算や資金調達の問題」が ％、「技術ツールの選定と導入の難しさ」が ％で続い

ている。

Ⅲ．経営戦略上の取組について

１．経営戦略について

１－１．現在の経営戦略の取組について

選択肢の中から、上位３位までを選ぶ方式で回答を集計した。「販売促進の強化」を１位と回

答する割合が最も多く ％ となっている。

技術やツールの選定と導入の難しさ
予算や資金調達の問題

ＤＸ推進に係る人材不足
ＩＴ知識の不足

情報セキュリティの確保
具体的な成果や効果が見えない

取り組みたいが何をしたら良いのかわからない
相談できる相手がいない

その他

販売促進の強化

品揃え見直しや新商品開発

新サービスの導入

顧客へのサービス強化

店舗の改装や設備の導入

資金調達

オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

後継者育成や内部人材の強化

外国人材の活用

店舗の移転

異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど）

事業規模の拡大

主要顧客や商圏の見直し

業種や業態変更・新事業展開

事業縮小

事業を他に譲渡したい

廃業もやむを得ない

その他 （ ）

位 位 位 合計

その他



１－２．経営戦略の策定又は実施にあたって活用している外部機関等

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「商工会・商工会議所」が ％と最も多く、

次いで「外部機関等は活用していない」が ％で続いている。

１－３．外部機関等から受けているサポート

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「経理・財務」が ％と最も多く、次いで

「補助金の申請支援」が ％で続いている。

商工会・商工会議所

民間金融機関

行政機関・公的支援機関

民間コンサルティング会社

税理士

組合等業界団体

外部機関等は活用していない

その他（ ）

経理・財務

資金調達

補助金等の申請支援

ＩＴ活用

人事・労務管理

特許・法務

マーケティング

経営戦略・ビジネスプラン

販路開拓

その他（ ）

その他

その他

２－２．ＤＸ推進への取組に対する課題

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「 の知識不足」が ％と最も多く、次い

で「予算や資金調達の問題」が ％、「技術ツールの選定と導入の難しさ」が ％で続い

ている。

Ⅲ．経営戦略上の取組について

１．経営戦略について

１－１．現在の経営戦略の取組について

選択肢の中から、上位３位までを選ぶ方式で回答を集計した。「販売促進の強化」を１位と回

答する割合が最も多く ％ となっている。

技術やツールの選定と導入の難しさ
予算や資金調達の問題

ＤＸ推進に係る人材不足
ＩＴ知識の不足

情報セキュリティの確保
具体的な成果や効果が見えない

取り組みたいが何をしたら良いのかわからない
相談できる相手がいない

その他

販売促進の強化

品揃え見直しや新商品開発

新サービスの導入

顧客へのサービス強化

店舗の改装や設備の導入

資金調達

オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

後継者育成や内部人材の強化

外国人材の活用

店舗の移転

異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど）

事業規模の拡大

主要顧客や商圏の見直し

業種や業態変更・新事業展開

事業縮小

事業を他に譲渡したい

廃業もやむを得ない

その他 （ ）

位 位 位 合計

その他



Ⅳ．今後の見通し及び自社の経営戦略について

１．今後の業況予測について

現在を とした場合の 年程度先の業績予測について「売上高」「顧客数」「客単価」「経常

利益」の各項目で回答を得た。その結果、どの項目も「 ％～ ％以下」といった現状維持に

近い数値を示す回答が最も多数を占めた。

２．今後の経営における最も重要な問題・課題

選択肢の中から、上位３位までを選ぶ方式で回答を集計した。「集客や販路開拓」を１位と回

答した事業所の割合が最も多く となっている。

経常利益

客単価

顧客数

売上高

％以下 ％～ 以下 ％～ 以下 ％～ 以下
％～ 以下 ％～ 以下 ％以上

集客や販路開拓
競合の激化への対応
物価高騰への対応

店舗の老朽化
事業資金の借入難
取引条件の悪化

経営者や従業員の高齢化
人材確保難

最低賃金上昇への対応
後継者問題

最新の情報や経営ノウハウ不足
補助金等の活用

価格転嫁への対応
キャッシュレス対応

特に課題はない
その他

位 位 位 合計



３．今後具体的に取り組みたいと考えている事項について

選択肢の中から、上位３位までを選ぶ方式で回答を集計した。「販売促進の強化」を１位と回

答する企業の割合が最も高く 、今後の経営における最も重要な問題・課題と同様に

販売に重点を置く事業所が多いことが分かる。

４．商工会に最も力を入れて取り組んでほしい事業（複数回答）

選択肢から複数を選ぶ方式で回答を集計した。「各種経営相談の強化」が ％と最も多く、

特定の領域に捉われない多面的な支援が求められていることが示されている。

販売促進の強化

品揃え見直しや新商品開発

新サービスの導入

顧客へのサービス強化

店舗の改装や設備の導入

資金調達

オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

後継者育成や内部人材の強化

外国人材の活用

店舗の移転

異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど）

事業規模の拡大

主要顧客や商圏の見直し

業種や業態変更・新事業展開

事業縮小

事業を他に譲渡したい

廃業もやむを得ない

その他

位 位 位 合計

各種経営相談の強化
雇用対策・人材育成の支援

販路開拓支援
経営革新等支援

各種補助事業計画の作成支援
後継者育成・事業承継の支援

資金調達支援
共済・保険・福利厚生の充実のための支援

各種補助金の申請
その他

Ⅳ．今後の見通し及び自社の経営戦略について

１．今後の業況予測について

現在を とした場合の 年程度先の業績予測について「売上高」「顧客数」「客単価」「経常

利益」の各項目で回答を得た。その結果、どの項目も「 ％～ ％以下」といった現状維持に

近い数値を示す回答が最も多数を占めた。

２．今後の経営における最も重要な問題・課題

選択肢の中から、上位３位までを選ぶ方式で回答を集計した。「集客や販路開拓」を１位と回

答した事業所の割合が最も多く となっている。

経常利益

客単価

顧客数

売上高

％以下 ％～ 以下 ％～ 以下 ％～ 以下
％～ 以下 ％～ 以下 ％以上

集客や販路開拓
競合の激化への対応
物価高騰への対応

店舗の老朽化
事業資金の借入難
取引条件の悪化

経営者や従業員の高齢化
人材確保難

最低賃金上昇への対応
後継者問題

最新の情報や経営ノウハウ不足
補助金等の活用

価格転嫁への対応
キャッシュレス対応

特に課題はない
その他

位 位 位 合計



Ⅴ．商工会・行政へご意見・ご要望

原材料高騰の中、薄利多売でやっていく他ないことをふまえ、

① 即効性（売上げの）を考え、 割増商品券等、小売りにも消費者にもメリットのある施

策を実行すべき。

② 名取は広範囲に店が広がっていることをふまえての魅力的な広域イベントが必要。

小規模事業者の支援の充実。

毎月婚活イベント実施（日本で一番婚活イベント開催していることをアピール）、飲食店で

人対 人での開催など、市内菓子店や事務所とのコラボイベント。

既に、少なくとも地方（田舎）の市町村では個人商店の一般小売業は消えて行く存在であ

り、市中心部の空洞化や買物難民の誕生は避けられなくなると思います。ライドシェアに

見られる様な供給力の強化は需要が弱いと淘汰に繋がり、底上げどころか供給過多となり

全体を貧しくすると思います。全体のメリットデメリットのバランスから最適な政策を取

って下さいますようお願いします。

令和 年 月をもって廃業。

今後も支援願いたい。

伝統工芸（木工製品や漆塗りの製品等）を制作している家族にもっと目を向けてほしい。

補助金申請に関する書類作成・準備等のサポートがとても助かりました。

商工会さまにはいつも相談にのっていただきとてもありがたく思っております。親切・丁

寧な対応で安心していつも頼りにさせていただいております。

地元企業へのビジネス機会を増やしてほしい。

引き続き補助金の申請等の情報共有をお願いしたいです。

いつもお世話になっております。弊社のような小企業で人材の少ない企業にとって、商工

会様の日頃からの経営相談・課題解決のサービス提供はとても助かっております。今後も

よろしくお願いいたします。

昔のように青年部さん達が地元に根付いてもっと盛り上げてほしい。

インボイスを止めてほしい。

セーフティネットの対象業種について、チェーン店と個人店の単純比較だと平均値では売

上高が高くなる傾向にある。実際個人店は非常に厳しい状況にある。業種の指定において

は平均値ではなく中央値での評価をお願いしたい。個人店の厳しい現状を考慮し適切な支

援が行われることを強く要望します。

資金面等の相談に力を入れてほしい。

商工会主催の全てのイベント等の人手不足、費用対効果含め精査する時期と感じておりま

す。

現在とても感謝しております。職員の人事異動がある中で、同じような支援を受けられる

体制づくりをしてほしい。



商工会、行政に望むこと？この様なアンケートを取る以前にするべきことは沢山 年、

年前から 想定できることはあったはずです。経済の未来を読み事業計画を立てるべき

だったと思います。私個人 家族友人を含む の意見など氷山の一角にすぎず、地場産業が

次々廃業せざるを得ない現状が残念でなりません。その点に関しては商工会、行政の仕事

に、もっと先見の明を持って行動して頂きたかった。現実を重く受け止め改革を望みます。

私個人としても最低賃金の上昇は必要な事だと思っています。しかし今年のように大幅な

上昇が何年もつづくと、経営的に厳しくなり経営ができなくなる困難な状態になるんじゃ

ないかと不安な毎日です。行政も大企業の下請けであるフランチャイズの私達の現状を考

慮し経営を続けられるようにお願いいたします。

いつもありがとうございます。今後共よろしくお願い致します。

各事業所への配付がゆうメール（人員削減）になっているので商工会職員さんとの関りも

少なくなっているので、生の声が聞けず利用が少なくなっています。また商工会さんでは

各事業所の活用は前とは違いありませんでしょうか。職員さんがあまりにコロコロ変わる

のでなじみがありません。

電気料金の高騰でも冷蔵庫等を消しておけないので、電気料金への国の支援とパート賃金

アップが大変です。

もっと個人店が売れる様に協力してほしい。紹介や宣伝をしてくれている気がしない。

行政の将来に対する商工業のビジョンがほとんど示されていない中、市内の商工業者が衰

退し、もう限界点を超えている様に思われます。そしてこれ以上進むと修復不可能な状態

になると思いますので、市内の商工業のあり方をきちんと提示してほしい。他の自治体の

先進事例を参考例に、商工会と行政が地区民と三位一体となり取り組まないと、地域の崩

壊が起きてくると考えます。早急な対応をご期待いたします。

年令と後継者不在の為、あと 年でやめます。今、その準備を始めました。皆様ご苦労様

です。すっかり時代が変わりました。老人は去ります。

社会保険加入その他手続の支援の実施。

行政も市内の商店をもっと活用して頂きたい。税金等は待ったなしでしっかり取っている

のに！個人経営者としては顧客の減少で、大型店に人が流れ、売り上げ減少で厳しい状況

が続いている。

価格転嫁への対応やネット販売等。売上アップの指導、道の駅東松島への販路拡大。

個人店としては、国や行政がおこなっている、都市中央政策を進めているうちは、地方の

活性化はありえない。もともと都市を支えているのは、地方の人々です。都市部を便利に

するという事は、地方を衰退させる要因だと思います。

このアンケートを回答するにあたって、自分の経営に対しての意識の低さや、無さを感じ

る事となりました。今後に役立てていきたいと強く思います。ありがとうございました。

Ⅴ．商工会・行政へご意見・ご要望

原材料高騰の中、薄利多売でやっていく他ないことをふまえ、

① 即効性（売上げの）を考え、 割増商品券等、小売りにも消費者にもメリットのある施

策を実行すべき。

② 名取は広範囲に店が広がっていることをふまえての魅力的な広域イベントが必要。

小規模事業者の支援の充実。

毎月婚活イベント実施（日本で一番婚活イベント開催していることをアピール）、飲食店で

人対 人での開催など、市内菓子店や事務所とのコラボイベント。

既に、少なくとも地方（田舎）の市町村では個人商店の一般小売業は消えて行く存在であ

り、市中心部の空洞化や買物難民の誕生は避けられなくなると思います。ライドシェアに

見られる様な供給力の強化は需要が弱いと淘汰に繋がり、底上げどころか供給過多となり

全体を貧しくすると思います。全体のメリットデメリットのバランスから最適な政策を取

って下さいますようお願いします。

令和 年 月をもって廃業。

今後も支援願いたい。

伝統工芸（木工製品や漆塗りの製品等）を制作している家族にもっと目を向けてほしい。

補助金申請に関する書類作成・準備等のサポートがとても助かりました。

商工会さまにはいつも相談にのっていただきとてもありがたく思っております。親切・丁

寧な対応で安心していつも頼りにさせていただいております。

地元企業へのビジネス機会を増やしてほしい。

引き続き補助金の申請等の情報共有をお願いしたいです。

いつもお世話になっております。弊社のような小企業で人材の少ない企業にとって、商工

会様の日頃からの経営相談・課題解決のサービス提供はとても助かっております。今後も

よろしくお願いいたします。

昔のように青年部さん達が地元に根付いてもっと盛り上げてほしい。

インボイスを止めてほしい。

セーフティネットの対象業種について、チェーン店と個人店の単純比較だと平均値では売

上高が高くなる傾向にある。実際個人店は非常に厳しい状況にある。業種の指定において

は平均値ではなく中央値での評価をお願いしたい。個人店の厳しい現状を考慮し適切な支

援が行われることを強く要望します。

資金面等の相談に力を入れてほしい。

商工会主催の全てのイベント等の人手不足、費用対効果含め精査する時期と感じておりま

す。

現在とても感謝しております。職員の人事異動がある中で、同じような支援を受けられる

体制づくりをしてほしい。



◆分析結果まとめ

【中小小売業の実態と今後の方向性】

本調査は、地域全体で共通するいくつかの問題を明らかにしている。まず、経営者や従業員

の高齢化が顕著に表れている。 歳以上の経営者や従業員が多数を占めており、若年層の参入

が乏しい現状が見受けられる。

経営環境においては、東日本大震災や新型コロナウイルス感染症流行の影響から、売上や顧

客数の停滞が続くなか、原材料費やエネルギーコストの増加が収益性の低下を引き起こしてい

る。また、人口減少や高齢化といった外部環境の変化が地域経済に与える影響も無視できない。

特に地方では消費の減少が顕著であり、商業活動の低迷が中小小売業の経営を圧迫している。

課題の一つに挙げられるのは、デジタル化への対応である。多くの事業所では、 知識不足

や資金調達の困難さが障壁となり、 の活用や電子決済の導入に限定された取り組みしか進

んでいない。この背景には、地方のデジタルインフラの整備状況や、経営者自身の リテラシ

ーの問題が存在する。こうした中で、商工会をはじめとした支援機関及び自治体等による包括

的なデジタル化支援が求められている。

また、事業承継も重要な課題といえる。多くの経営者が自分の代で廃業を予定しており、こ

のままでは地域の商業基盤が失われる危険性がある。その背景には、後継者となり得る若い世

代の人口流出や、地域経済全体の成長停滞が挙げられる。また、親族以外への承継が進みにく

いといった構造的な要因も指摘される。

さらに、原材料費や人件費といったコストの高騰に対し、どのように価格転嫁を進めるかも

重要な課題である。これらのコスト増加については今後も不透明な部分が多く、適切な価格転

嫁のタイミングに悩む経営者も少なくない。

一方で、将来に希望を見出す動きもある。デジタル技術の進展により、比較的低コストで導

入可能なクラウドサービスや、地域の特性を活かしたオンラインマーケットプレイスの構築が

注目されている。例えば、地産地消を促進する サイトの運営や、観光需要を取り込むための

デジタルキャンペーンが挙げられる。また、観光業との連携により、地域資源を活用した新し

い収益モデルを開発することが可能である。

さらに、中小企業施策の活用も重要である。例えば事業承継補助金や 導入補助金といった

支援制度は、資金的な負担を抑える有効な手段である。これらの施策を適正活用することで、

デジタル化や後継者育成が進み、持続可能な経営が実現する可能性が高まる。

年以降、これらの技術や政策を活用し、地域特性を踏まえた持続可能な経営モデルの構

築が求められる。特に、地元の農水産物や観光資源を活かした商品開発やサービス提供は、新

たな収益源となり得る。高齢化する顧客層に対応しつつ、地域内外からの需要を取り込むため

の施策が、地域経済全体の活性化に寄与するだろう。

全体として、県内の中小小売業は厳しい経営環境の中にありながらも、地域に根差した強み

を持っている。この強みを生かしつつ、外部支援を最大限に活用し、技術革新や政策支援を取

り入れながら、持続可能な経営モデルの構築を進めることが求められる。



【回答結果の要旨】

Ⅰ．事業所の概要について

① 事業所の形態は「個人」が ％（ ）で最も多く、次いで「特例有限会社」が ％

（ ）、「株式会社」が ％（ ）の順となっている。

② 調査対象企業の資本金の額は、「 ～ 万円未満」 ％、「 万円以上」 ％、

「 ～ 万円未満」 ％となっており、「 万円未満」が最も少なく ％であっ

た。

③ 調査対象となった中小小売業の所在地は最も多いのは「登米市」、以下「栗原市」、「大崎

市」と続いている。

④ 事業所の立地場所は、「商店街」が と最も多く、「住宅地」が 、「ロードサイ

ド」が と続いている。

⑤ 経営者の年代は、「 代以上」が と過半数を占める。「 代以上」は ％ と

分の を超えている。

⑥ 常用雇用者は「 人」雇用している事業所が最も多く 、次いで「 人」が ％

と続いている。

⑦ 臨時雇用者（パート、アルバイト、日雇）については「 人」が最も多く ％を占め

ている。

⑧ 役員及び専従者は「 人」から「 人」までの累計で約 ％を占めている。

⑨ 従業員等の年齢構成は「 代以上」が最も多く全体で である。「 歳以上」も

％を占めている。

⑩ 業種は「飲食料品小売業」が ％ と最多で、続く「衣料品小売業」は ％である。

⑪ 事業所の業歴は「 年以上」の割合が最も高く、全体の 分の３を超える。

⑫ 事業所の客層のうち、最も多い年代は「 代」で ％、次いで「 代」が ％と

なり、これらの世代で過半数を占めている。

⑬ 事業所の客層を属性別にみると、「高齢者世帯」が最も多く ％、次いで「サラリー

マン・ 」が ％である。

⑭ 現経営者の世代は「３代目以降」で ％を占める。

⑮ 事業承継予定者の有無について、予定者が「いる」という回答は ％、「いない」が

％であった。

⑯ 現経営者と後継者（候補）の関係について、 ％が「子」となっており、親族等と合

わせると 割を超える。

⑰ 「自分の代で廃業する予定なので後継者はいない」と回答した事業所が ％と半数

を超えている。

⑱ コロナ禍前を ％とした場合、現在の業績について「売上高」「顧客数」「客単価」「経

常利益」の各項目で確認したところ、「客単価」を除く３つの項目で ％以下に減少し

たという回答が過半数を占めた。

◆分析結果まとめ

【中小小売業の実態と今後の方向性】

本調査は、地域全体で共通するいくつかの問題を明らかにしている。まず、経営者や従業員

の高齢化が顕著に表れている。 歳以上の経営者や従業員が多数を占めており、若年層の参入

が乏しい現状が見受けられる。

経営環境においては、東日本大震災や新型コロナウイルス感染症流行の影響から、売上や顧

客数の停滞が続くなか、原材料費やエネルギーコストの増加が収益性の低下を引き起こしてい

る。また、人口減少や高齢化といった外部環境の変化が地域経済に与える影響も無視できない。

特に地方では消費の減少が顕著であり、商業活動の低迷が中小小売業の経営を圧迫している。

課題の一つに挙げられるのは、デジタル化への対応である。多くの事業所では、 知識不足

や資金調達の困難さが障壁となり、 の活用や電子決済の導入に限定された取り組みしか進

んでいない。この背景には、地方のデジタルインフラの整備状況や、経営者自身の リテラシ

ーの問題が存在する。こうした中で、商工会をはじめとした支援機関及び自治体等による包括

的なデジタル化支援が求められている。

また、事業承継も重要な課題といえる。多くの経営者が自分の代で廃業を予定しており、こ

のままでは地域の商業基盤が失われる危険性がある。その背景には、後継者となり得る若い世

代の人口流出や、地域経済全体の成長停滞が挙げられる。また、親族以外への承継が進みにく

いといった構造的な要因も指摘される。

さらに、原材料費や人件費といったコストの高騰に対し、どのように価格転嫁を進めるかも

重要な課題である。これらのコスト増加については今後も不透明な部分が多く、適切な価格転

嫁のタイミングに悩む経営者も少なくない。

一方で、将来に希望を見出す動きもある。デジタル技術の進展により、比較的低コストで導

入可能なクラウドサービスや、地域の特性を活かしたオンラインマーケットプレイスの構築が

注目されている。例えば、地産地消を促進する サイトの運営や、観光需要を取り込むための

デジタルキャンペーンが挙げられる。また、観光業との連携により、地域資源を活用した新し

い収益モデルを開発することが可能である。

さらに、中小企業施策の活用も重要である。例えば事業承継補助金や 導入補助金といった

支援制度は、資金的な負担を抑える有効な手段である。これらの施策を適正活用することで、

デジタル化や後継者育成が進み、持続可能な経営が実現する可能性が高まる。

年以降、これらの技術や政策を活用し、地域特性を踏まえた持続可能な経営モデルの構

築が求められる。特に、地元の農水産物や観光資源を活かした商品開発やサービス提供は、新

たな収益源となり得る。高齢化する顧客層に対応しつつ、地域内外からの需要を取り込むため

の施策が、地域経済全体の活性化に寄与するだろう。

全体として、県内の中小小売業は厳しい経営環境の中にありながらも、地域に根差した強み

を持っている。この強みを生かしつつ、外部支援を最大限に活用し、技術革新や政策支援を取

り入れながら、持続可能な経営モデルの構築を進めることが求められる。



Ⅱ．経営環境の変化による経営への影響

① コスト上昇分の販売価格転嫁について、「多少なりともできている」と回答した事業所

が ％と半数を超える。

② コスト上昇分の価格転嫁の程度について「 割未満」という回答が最も多く ％であ

った。

③ 推進の取組状況について、「取り組んでいない」と回答した事業所が最も多く ％、

次いで「電子決済（キャッシュレス）の導入」が ％、「 の活用」が ％となっ

ている。

④ 推進への取組に対する課題について、「 の知識不足」が ％と最も多く、次いで

「予算や資金調達の問題」が ％、「技術ツールの選定と導入の難しさ」が ％で続

いている。

Ⅲ．経営戦略上の取組について

① 現在の経営戦略の取組について、「販売促進の強化」を 位とする回答が最も多く ％

を占める。

② 経営戦略の策定又は実施にあたって活用している外部機関等は「商工会・商工会議所」が

％と最も多く、次いで「外部機関は活用していない」が ％で続いている。

③ 外部機関等から受けているサポートは「経理・財務」が ％と最も多く「補助金の申

請支援」が ％で続いている。

Ⅳ．今後の見通し及び自社の経営戦略について

① 現在を とした場合の 年程度先の業績予測について「売上高」「顧客数」「客単価」

「経常利益」の各項目で回答を得た。その結果、どの項目も「 ％～ ％以下」といっ

た現状維持に近い数値を示す回答が最も多数を占めた。

② 今後の経営における最も重要な問題・課題として、「集客や販路開拓」を１位と回答した

事業所の割合が最も多く となっている。

③ 今後具体的に取り組みたいと考えている事項について、「販売促進の強化」を１位と回答

する企業の割合が最も高く であった。

④ 商工会に最も力を入れて取り組んで欲しい事業として「各種経営相談の強化」が ％

と最も多かった。



◆資料編（令和 年度中小小売業に関する経営実態調査票）

資料編
令和６年度専門経営指導員調査事業

中小小売業に関する経営実態調査票
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った。

③ 推進の取組状況について、「取り組んでいない」と回答した事業所が最も多く ％、

次いで「電子決済（キャッシュレス）の導入」が ％、「 の活用」が ％となっ

ている。

④ 推進への取組に対する課題について、「 の知識不足」が ％と最も多く、次いで

「予算や資金調達の問題」が ％、「技術ツールの選定と導入の難しさ」が ％で続

いている。

Ⅲ．経営戦略上の取組について

① 現在の経営戦略の取組について、「販売促進の強化」を 位とする回答が最も多く ％

を占める。

② 経営戦略の策定又は実施にあたって活用している外部機関等は「商工会・商工会議所」が

％と最も多く、次いで「外部機関は活用していない」が ％で続いている。

③ 外部機関等から受けているサポートは「経理・財務」が ％と最も多く「補助金の申

請支援」が ％で続いている。

Ⅳ．今後の見通し及び自社の経営戦略について

① 現在を とした場合の 年程度先の業績予測について「売上高」「顧客数」「客単価」

「経常利益」の各項目で回答を得た。その結果、どの項目も「 ％～ ％以下」といっ

た現状維持に近い数値を示す回答が最も多数を占めた。

② 今後の経営における最も重要な問題・課題として、「集客や販路開拓」を１位と回答した

事業所の割合が最も多く となっている。

③ 今後具体的に取り組みたいと考えている事項について、「販売促進の強化」を１位と回答

する企業の割合が最も高く であった。

④ 商工会に最も力を入れて取り組んで欲しい事業として「各種経営相談の強化」が ％

と最も多かった。





中小小売業に関する経営実態調査票 
アンケートにご協力いただける皆様へ 

小小売売業業にに係係るる経経営営実実態態調調査査ののごご協協力力ののおお願願いい

この調査は、人口減少・少子高齢化による人手不足の深刻化や経営者の高齢化などの構造的な課題

に加え、物価・エネルギー費高騰、最低賃金引上げに伴う利益圧迫など、中小小売業を取り巻く経営

環境は厳しい状況におかれている中、県内商工会地域の小売業者を対象としたアンケート調査を実施

し、現状及び経営上の問題や課題を把握し、それらの解決に資することを目的としています。 
つきましては、お忙しいところ誠に恐縮ですが、調査の趣旨をご理解いただき、９９月月１１７７日日（（火火））

までにご回答くださいますようお願い申し上げます。なお、調査基準日は令和６年８月１日といたし

ます。また、この調査の結果については、本調査以外の目的には利用いたしませんので、率直なご意

見をお聞かせいただければ幸いです。 
実 施 月 令和６年８月 
実施期間 宮城県商工会連合会 

貴貴事事業業所所のの概概要要ににつついいてて

問問 ．．貴貴事事業業所所のの形形態態ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

①株式会社 ②特例有限会社 ③合資会社 ④合名会社 ⑤合同会社

⑥個人 ⑦その他（ ）

問問 ．．貴貴事事業業所所のの資資本本金金ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

（（法法人人企企業業ののみみ選選択択））

① 万円未満 ② ～ 万円未満 ③ ～ 万円未満

④ ～ 万円未満 ⑤ ～ 万円未満 ⑥ 万円以上

問問 ．．貴貴事事業業所所のの所所在在地地ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

（ ）市・町・村

問問 ．．貴貴事事業業所所のの立立地地場場所所ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

①商店街 ②ロードサイド ③住宅地 ④商業施設（テナント）

⑤駅前 ⑥その他（ ）

問問 ．．貴貴方方（（経経営営者者））のの年年代代ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

① 歳未満 ② 代 ③ 代 ④ 代 ⑤ 代 ⑥ 歳以上

問問 ．．貴貴事事業業所所のの従従業業員員数数ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

・常時雇用 （ ）人

・臨時（パート・アルバイト・日雇） （ ）人

・役員・家族専従者 （ ）人

問問 ．．問問 ででごご回回答答いいたただだいいたた従従業業員員等等のの年年齢齢構構成成ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

各年代のおおよその割合をご記入ください。

歳未満 ＿＿％ 代 ＿＿％ 代 ＿＿％ 代 ＿＿％ 代 ＿＿％ 歳以上 ＿＿％

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄



問問 ．．貴貴事事業業所所のの販販売売業業種種ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。（（主主なな業業種種をを１１つつ））

①飲食料品小売業 ②雑貨小売業 ③衣料品小売業 ④スーパー

⑤コンビニエンスストア ⑥自動車・自転車小売業 ⑦家具小売業

⑧機械器具小売業 ⑨医薬品・化粧品小売業 ⑩燃料小売業

⑪書籍・文房具小売業 ⑫スポーツ用品小売業 ⑬時計・眼鏡小売業

⑭その他（ ）

問問 ．．貴貴事事業業所所のの業業歴歴ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

① 年未満 ② 年以上 年未満 ③ 年以上 年未満

④ 年以上 年未満 ⑤ 年以上 年未満 ⑥ 年以上

問問 ．．貴貴事事業業所所のの客客層層ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．最最もも多多いい年年代代ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

① 歳未満 ② 代 ③ 代 ④ 代 ⑤ 代 ⑥ 歳以上

問問 ．．最最もも多多いい客客層層ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

①子育て中の主婦 ②サラリーマン・ ③学生 ④高齢者世帯

⑤観光客 ⑥その他（ ）

問問 ．．事事業業承承継継ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．現現経経営営者者はは何何代代目目のの経経営営者者ででししょょううかか。。

①創業者 ②２代目 ③３代目以降

問問 ．．事事業業承承継継のの予予定定者者ははいいららっっししゃゃいいまますすかか。。

①いる ②未定だが候補者はいる ③いない

④すでに承継済み ⑤その他（ ）

問問 ．．問問 のの質質問問でで「「①①いいるる」」ももししくくはは「「②②未未定定だだがが候候補補者者ははいいるる」」とと回回

答答ししたた方方ににおお伺伺いいししまますす。。

現現経経営営者者とと後後継継者者（（候候補補））ととののごご関関係係をを教教ええててくくだだささいい。。

①子 ②兄弟・姉妹 ③子の配偶者 ④その他親族

⑤親族以外の従業員 ⑥社外からの登用 ⑦その他（ ）

問問 ．．問問 のの質質問問でで「「③③いいなないい」」とと回回答答ししたた方方ににおお伺伺いいししまますす。。

今今後後のの経経営営ののあありり方方ととししててどどののよよううなな方方向向性性ををおお考考ええででししょょううかか。。

①後継者を決めていないが事業は継続させたい

②自分の代で廃業する予定なので後継者はいない

③会社を譲渡する予定なので後継者はいない

④その他（ ）

問問 ．．現現在在のの経経営営状状況況ににつついいてて、、各各項項目目にに最最もも当当ててははままるるももののをを選選択択ししててごご回回答答くくだだささいい。。

・コロナ前を とした場合の現在の業績をご回答ください。（「現在」欄にご記入ください）

・個人事業主の方は、「経常利益」を損益計算書の「所得金額」に置き換えてご回答ください。

項項目目 ココロロナナ前前 現現在在

売上高

顧客数

客単価

経常利益

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

選択肢
① 以下 ② ～ 以下
③ ～ 以下 ④ ～ 以下
⑤ ～ 以下 ⑥ ～ 以下
⑦ 以上



ⅡⅡ 経経営営環環境境のの変変化化にによよるる経経営営へへのの影影響響ににつついいてて

問問 ．．物物価価・・エエネネルルギギーー価価格格高高騰騰等等ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．物物価価・・エエネネルルギギーー価価格格高高騰騰、、最最低低賃賃金金のの引引上上げげ等等にに伴伴いい、、ココスストト上上昇昇分分をを販販

売売価価格格にに転転嫁嫁ででききてていいまますすかか。。

①多少なりともできている ②コストは上昇したが、価格転嫁していない

③コストは上昇していない ④価格転嫁は全くできていない

問問 問問 のの質質問問でで「「①①多多少少ななりりととももででききてていいるる」」とと回回答答ししたた方方にに伺伺いいまま

すす。。ココスストト上上昇昇分分のの価価格格ははどどのの程程度度転転嫁嫁ででききてていいまますすかか。。

① 割未満 ② 割以上 割未満 ③ 割以上 割未満 ④ 割以上 割未満

⑤ 割以上（全て価格転嫁済み）

問問 ＤＤＸＸ（（デデジジタタルルトトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン））推推進進ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．貴貴社社でで取取りり組組んんででいいるるＤＤＸＸのの具具体体的的内内容容ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

①アナログ業務のＩＴ化 ②ＳＮＳの活用 ③自社ホームページの作成

④電子決済 キャッシュレス の導入 ⑤電子商取引 ＥＣ の実施

⑥クラウドサービスの活用 ⑦営業活動・会議のオンライン化

⑧顧客管理システムの導入 ⑨ＡＩの活用 ⑩デジタル人材の採用・育成

⑪その他（ ）

⑫取り組んでいない

問問 ．．ＤＤＸＸ推推進進にに取取りり組組むむ際際のの課課題題ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

①技術やツールの選定と導入の難しさ ②予算や資金調達の問題

③ＤＸ推進に係る人材不足 ④ＩＴ知識の不足

⑤情報セキュリティの確保 ⑥具体的な成果や効果が見えない

⑦取り組みたいが何をしたら良いのかわからない ⑧相談できる相手がいない

⑨その他（ ）

ⅢⅢ 経経営営戦戦略略上上のの取取組組みみににつついいてて

問問 ．．貴貴事事業業所所のの経経営営戦戦略略ににつついいてて伺伺いいまますす。。

問問 ．．現現在在、、貴貴事事業業所所がが取取りり組組んんででいいるる経経営営戦戦略略ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

（（上上位位３３つつをを回回答答願願いいまますす））

①販売促進の強化 ②品揃え見直しや新商品開発 ③新サービスの導入

④顧客へのサービス強化 ⑤店舗の改装や設備の導入 ⑥資金調達

⑦オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

⑧後継者育成や内部人材の強化 ⑨外国人材の活用 ⑩店舗の移転

⑪異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど） ⑫事業規模の拡大

⑬主要顧客や商圏の見直し ⑭業種や業態変更・新事業展開 ⑮事業縮小

⑯事業を他に譲渡したい ⑰廃業もやむを得ない

⑱その他（ ）

問問 上上記記経経営営戦戦略略のの策策定定又又はは実実施施ににああたたっってて活活用用ししてていいるる外外部部機機関関等等をを

教教ええててくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

①商工会・商工会議所 ②民間金融機関 ③行政機関・公的支援機関

④民間コンサルティング会社 ⑤税理士 ⑥組合等業界団体

⑦外部機関等は活用していない ⑧その他（ ）

問問 問問 のの質質問問ににてて「「外外部部機機関関等等をを活活用用ししてていいるる」」ととおお答答ええににななっったた方方にに伺伺いいまますす。。

外外部部機機関関等等ににどどののよよううななササポポーートトをを受受けけてていいまますすかか。。（（複複数数回回答答可可））

①経理・財務 ②資金調達 ③補助金等の申請支援 ④ＩＴ活用

⑤人事・労務管理 ⑥特許・法務 ⑦マーケティング

⑧経営戦略・ビジネスプラン ⑨販路開拓

⑩その他（ ）

回答欄

回答欄

回答欄
（複数回答可）

回答欄
（複数回答可）

回答欄

位

位

位

回答欄
（複数回答可）

回答欄
（複数回答可）

問問 ．．貴貴事事業業所所のの販販売売業業種種ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。（（主主なな業業種種をを１１つつ））

①飲食料品小売業 ②雑貨小売業 ③衣料品小売業 ④スーパー

⑤コンビニエンスストア ⑥自動車・自転車小売業 ⑦家具小売業

⑧機械器具小売業 ⑨医薬品・化粧品小売業 ⑩燃料小売業

⑪書籍・文房具小売業 ⑫スポーツ用品小売業 ⑬時計・眼鏡小売業

⑭その他（ ）

問問 ．．貴貴事事業業所所のの業業歴歴ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

① 年未満 ② 年以上 年未満 ③ 年以上 年未満

④ 年以上 年未満 ⑤ 年以上 年未満 ⑥ 年以上

問問 ．．貴貴事事業業所所のの客客層層ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．最最もも多多いい年年代代ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

① 歳未満 ② 代 ③ 代 ④ 代 ⑤ 代 ⑥ 歳以上

問問 ．．最最もも多多いい客客層層ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。

①子育て中の主婦 ②サラリーマン・ ③学生 ④高齢者世帯

⑤観光客 ⑥その他（ ）

問問 ．．事事業業承承継継ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

問問 ．．現現経経営営者者はは何何代代目目のの経経営営者者ででししょょううかか。。

①創業者 ②２代目 ③３代目以降

問問 ．．事事業業承承継継のの予予定定者者ははいいららっっししゃゃいいまますすかか。。

①いる ②未定だが候補者はいる ③いない

④すでに承継済み ⑤その他（ ）

問問 ．．問問 のの質質問問でで「「①①いいるる」」ももししくくはは「「②②未未定定だだがが候候補補者者ははいいるる」」とと回回

答答ししたた方方ににおお伺伺いいししまますす。。

現現経経営営者者とと後後継継者者（（候候補補））ととののごご関関係係をを教教ええててくくだだささいい。。

①子 ②兄弟・姉妹 ③子の配偶者 ④その他親族

⑤親族以外の従業員 ⑥社外からの登用 ⑦その他（ ）

問問 ．．問問 のの質質問問でで「「③③いいなないい」」とと回回答答ししたた方方ににおお伺伺いいししまますす。。

今今後後のの経経営営ののあありり方方ととししててどどののよよううなな方方向向性性ををおお考考ええででししょょううかか。。

①後継者を決めていないが事業は継続させたい

②自分の代で廃業する予定なので後継者はいない

③会社を譲渡する予定なので後継者はいない

④その他（ ）

問問 ．．現現在在のの経経営営状状況況ににつついいてて、、各各項項目目にに最最もも当当ててははままるるももののをを選選択択ししててごご回回答答くくだだささいい。。

・コロナ前を とした場合の現在の業績をご回答ください。（「現在」欄にご記入ください）

・個人事業主の方は、「経常利益」を損益計算書の「所得金額」に置き換えてご回答ください。

項項目目 ココロロナナ前前 現現在在

売上高

顧客数

客単価

経常利益

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

選択肢
① 以下 ② ～ 以下
③ ～ 以下 ④ ～ 以下
⑤ ～ 以下 ⑥ ～ 以下
⑦ 以上



ⅣⅣ 今今後後のの見見通通しし及及びび自自社社のの経経営営戦戦略略ににつついいてて

問問 ．．今今後後のの業業況況予予測測ににつついいてて、、各各項項目目にに最最もも当当ててははままるるももののをを選選択択ししててごご回回答答くくだだささいい。。

・現在を とした場合の 年程度先の予測をご回答ください。（「 年後」欄にご記入ください）

・個人事業主の方は、「経常利益」を損益計算書の「所得金額」に置き換えてご回答ください。

項項目目 現現在在 年年後後

売上高

顧客数

客単価

経常利益

問問 ．．今今後後経経営営をを行行っってていいくく上上でで最最もも重重要要なな問問題題・・課課題題はは何何でですすかか。。

（（上上位位 つつをを選選択択願願いいまますす））

①集客や販路開拓 ②競合の激化への対応 ③物価高騰への対応

④店舗の老朽化 ⑤事業資金の借入難 ⑥取引条件の悪化

⑦経営者や従業員の高齢化 ⑧人材確保難 ⑨最低賃金引上げへの対応

⑩後継者問題 ⑪最新の情報や経営ノウハウ不足 ⑫補助金等の活用

⑬価格転嫁への対応 ⑭キャッシュレス対応 ⑮特に課題はない

⑯その他（ ）

問問 ．．今今後後具具体体的的にに取取りり組組みみたたいいとと考考ええてていいるる事事項項ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

（（上上位位かからら つつをを選選択択願願いいまますす））

①販売促進の強化 ②品揃え見直しや新商品開発 ③新サービスの導入

④顧客へのサービス強化 ⑤店舗の改装や設備の導入 ⑥資金調達

⑦オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

⑧後継者育成や内部人材の強化 ⑨外国人材の活用 ⑩店舗の移転

⑪異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど） ⑫事業規模の拡大

⑬主要顧客や商圏の見直し ⑭業種や業態変更・新事業展開 ⑮事業縮小

⑯事業を他に譲渡したい ⑰廃業もやむを得ない

⑱その他（ ）

問問 ．．商商工工会会にに最最もも力力をを入入れれてて取取りり組組んんででほほししいい事事業業ををおお答答ええくくだだささいい。。

（（複複数数回回答答可可））

①各種経営相談の強化 ②雇用対策・人材育成の支援 ③販路開拓支援

④経営革新等支援 ⑤各種補助事業計画の作成支援

⑥後継者育成・事業承継の支援 ⑦資金調達支援

⑧共済・保険・福利厚生の充実のための支援 ⑨各種補助金の申請

⑩その他（ ）

ⅤⅤ 商商工工会会・・行行政政へへごご意意見見・・ごご要要望望ががああれればばごご記記入入下下ささいい

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ご協力ありがとうございました＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

回答欄

位

位

位

回答欄

位

位

位

回答欄
（複数回答可）

選択肢
① 以下 ② ～ 以下
③ ～ 以下 ④ ～ 以下
⑤ ～ 以下 ⑥ ～ 以下
⑦ 以上



ⅣⅣ 今今後後のの見見通通しし及及びび自自社社のの経経営営戦戦略略ににつついいてて

問問 ．．今今後後のの業業況況予予測測ににつついいてて、、各各項項目目にに最最もも当当ててははままるるももののをを選選択択ししててごご回回答答くくだだささいい。。

・現在を とした場合の 年程度先の予測をご回答ください。（「 年後」欄にご記入ください）

・個人事業主の方は、「経常利益」を損益計算書の「所得金額」に置き換えてご回答ください。

項項目目 現現在在 年年後後

売上高

顧客数

客単価

経常利益

問問 ．．今今後後経経営営をを行行っってていいくく上上でで最最もも重重要要なな問問題題・・課課題題はは何何でですすかか。。

（（上上位位 つつをを選選択択願願いいまますす））

①集客や販路開拓 ②競合の激化への対応 ③物価高騰への対応

④店舗の老朽化 ⑤事業資金の借入難 ⑥取引条件の悪化

⑦経営者や従業員の高齢化 ⑧人材確保難 ⑨最低賃金引上げへの対応

⑩後継者問題 ⑪最新の情報や経営ノウハウ不足 ⑫補助金等の活用

⑬価格転嫁への対応 ⑭キャッシュレス対応 ⑮特に課題はない

⑯その他（ ）

問問 ．．今今後後具具体体的的にに取取りり組組みみたたいいとと考考ええてていいるる事事項項ににつついいてておお伺伺いいししまますす。。

（（上上位位かからら つつをを選選択択願願いいまますす））

①販売促進の強化 ②品揃え見直しや新商品開発 ③新サービスの導入

④顧客へのサービス強化 ⑤店舗の改装や設備の導入 ⑥資金調達

⑦オンライン販売（ネット販売）やＰＯＳレジなどＩＴの活用

⑧後継者育成や内部人材の強化 ⑨外国人材の活用 ⑩店舗の移転

⑪異業種や地域と連携（共同販促やイベントなど） ⑫事業規模の拡大

⑬主要顧客や商圏の見直し ⑭業種や業態変更・新事業展開 ⑮事業縮小

⑯事業を他に譲渡したい ⑰廃業もやむを得ない

⑱その他（ ）

問問 ．．商商工工会会にに最最もも力力をを入入れれてて取取りり組組んんででほほししいい事事業業ををおお答答ええくくだだささいい。。

（（複複数数回回答答可可））

①各種経営相談の強化 ②雇用対策・人材育成の支援 ③販路開拓支援

④経営革新等支援 ⑤各種補助事業計画の作成支援

⑥後継者育成・事業承継の支援 ⑦資金調達支援

⑧共済・保険・福利厚生の充実のための支援 ⑨各種補助金の申請

⑩その他（ ）

ⅤⅤ 商商工工会会・・行行政政へへごご意意見見・・ごご要要望望ががああれればばごご記記入入下下ささいい

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ご協力ありがとうございました＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

回答欄

位

位

位

回答欄

位

位

位

回答欄
（複数回答可）

選択肢
① 以下 ② ～ 以下
③ ～ 以下 ④ ～ 以下
⑤ ～ 以下 ⑥ ～ 以下
⑦ 以上




